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1.研究の背景及び目的 

 近年,短期集中型の降雪により大規模な車両

滞留が発生.2020 年 12 月には関越道で 2000 台

超の滞留,2022 年 12 月には北陸道・関越道で事

故が多発し,通行止めで滞留が拡大.既存調査で

は貨物車の 88%が大雪時でも運行を中止しない

が,大型車の行動変容は不明.国土交通省は異常

気象時の措置目安を設けているが,降雪時の対

応は曖昧である. 

本研究では,大雪による大規模車両滞留を減

らすために,過去の大規模車両滞留時の行動実

態を明らかにするとともに,大雪時の行動意識

の変化について明らかにする. 

 

2.大型車の行動実態と SARIMA モデルによる予

測 

(1)予測・分析方法 

 大規模滞留前 3 週間の商用車プローブデータ

を元に時系列予測モデル(以下 SARIMA モデル)

を用いて学習.SARIMA モデルをもとに大規模

滞留中の 1 週間とその後 1 週間の計 2 週間の車

両数を予測.SARIMA モデルについて以下に示

す. 

SARIMA モデル 

季節性が明確なデータにおいて非季節的なトレ

ンドと季節的な変動を同時に捉える.交通量や

売上データのような季節性が強い時系列データ

の分析や予測に用いられる. 

 

(2)分析期間 

期間①：2020 年 12 月 16 日～17 日 

期間②：2022 年 12 月 18 日～21 日 

期間③：2023 年 1 月 24日～29 日 

出発時刻をもとに新潟県を出発地または目的

地に設定している車両を 1 日ごとに集計.大型

車は出発時に経路や目的地を設定しているため,

出発時刻を使用.また,集計データは以下のよう

に目的別で分ける. 

 

A.総交通量(B,C,Dの合計) 

B.域内交通量(県内移動車両) 

C.発生交通量(新潟県内発→県外着) 

D.集中交通量(県外発→新潟県内着) 

 

(3)予測値と実測値の比較 

 ここでは予測値と実測値に大きく差があった

ものについて比較・考察を行う. 

 

〇域内交通量 

 

図 2-1 2020年(期間①) 域内交通量 

2020年(期間①)通行止め期間



 

図 2-2 2022年(期間②) 域内交通量 

 

表 2-1 2022年 予測値との差 

 

 

 図-1 に示すように 2020 年における域内交通

量は通行止め発生と同時に交通量が予測値を大

幅に超えていることが分かる.新潟県内を運行

していた貨物車が通行止めにより新潟県内に滞

在したことで,交通量が増加したと考える. 

 図-2 に示すように 2022 年における域内交通

量は通行止め前から交通量が増加してることが

分かる.表 2-1 に示すように,通行止めが発生す

る 2022 年 12 月 18 日以前から車両数が増加し

ていることが明らかとなった.過去の大規模車

両滞留や情報提供強化によって,運行を前倒し

する貨物車が増加したことで通行止め前に車両

数が増加していることが考えられる. 

 

 

〇発生交通量 

 

図 2-3 2020年(期間①) 発生交通量 

 

 

図 2-4 2022年(期間②) 発生交通量 

 

表 2-2 2022年予測値との差 

 

 

 図 2-3 に示すように 2020 年における発生交

通量は大きく変化していないことが分か

る.2020 年までは大規模車両滞留の事例が少な

かったため,通常通りの運行を行う貨物車が多

いため変化が小さかったと考える. 

2022年(期間②) 通行止め期間

日付(期間②) 予測値との差(台)

2022/12/14 45

2022/12/15 541

2022/12/16 424

2022/12/17 451

2022/12/18 929

2022/12/19 1958

2022/12/20 1479

2022/12/21 812

2020年(期間①) 通行止め期間

2022年(期間②) 通行止め期間

日付(期間②) 予測値との差(台)

2022/12/18 13

2022/12/19 -237

2022/12/20 -400

2022/12/21 -26

2022/12/22 98



  図 2-4 に示すように 2022 年における発生交

通量は通行止めと同時に大幅に減少しているこ

とが分かる.表 2-2 に示すように通行止め期間中

の減少車両は約 650 台であった.また,通行止め

後の増加車両は 12 月 22日において 98 台増加

しているため,約 550 台が運行を中止してお

り,98 台が運行を後ろ倒ししていることが分か

る. 

 

3.大雪時の規則・対策に関するヒアリング調査 

(1)概要・目的 

 2 章のアンケート調査より,過去の大規模車

両滞留・情報提供強化によって,貨物車の行動

が変化していると考えられる.また,その過程で

大雪に対する安全管理意識が高まり大雪に対す

る具体的対応を定めた可能性がある. 

 過去の大規模車両滞留を通して大雪時の対応

の内容,運送の時間変更は荷主にどの程度認め

られるかを明らかにする. 

 

(2)調査方法・ヒアリングを行った会社属性 

表 3-1  ヒアリングを行った会社の属性 

 

新潟県の運送会社(6 社)を対象に大雪時の運行

規則・対策に関するヒアリング調査を実施.表

3-1 にヒアリングを行った会社属性を示す. 

 

(3)ヒアリング結果 

ヒアリングを行った企業のうち,大雪時の対応

を定めているのは 6 社中 4 社であった.対応を定

めていない A社は 2 次コンクリート製品を建設

現場へ運搬しており,建設現場が止まらない限

り運行を中止できず,遅れも許容されないため,

運行前倒しが基本となる.対応を定めている C

社は建設用金属製品の運搬を行う.通行止め発

生時には荷主と連絡を取り,運行中止か前倒し

を判断する.E 社は郵便の運搬を行っており,運

行ダイヤが決まっているため,運行の変更には

荷主の許可が必要.大雪が予想される場合,荷主

と早急に連絡を取り,運行計画を相談すること

が分かった. 

 

(4)既往研究とのヒアリング内容の比較 

表 3-2 既往研究との比較 

 

表 3-2 に既往研究で行われた運送会社へのヒア

リング内容との比較をまとめる. 

 2022 年に行われたヒアリング調査において

は大雪時であっても基本的に運行を行い,荷主

に交渉を行わない出発時刻の前倒しが大半であ

った.しかし,本研究で行ったヒアリングでは,大

雪時の行動選択に関しては荷主と要相談になっ

ており,荷主に交渉を行った上で,柔軟に運行時

間を変更していることが分かった. 

 

 

4.アンケート調査(福井県) 

(1)調査方法 

福井県トラック協会様のご協力のもと,福井

県の運送会社を対象に大雪時の対応について

GoogleForm を用いた web アンケート調査を行

った.アンケート調査の概要については表 4-1 に

まとめる. 

 

 

 

会社属性
県外へ行く
車両台数

運搬品目
県外への
運行割合

県外運行時
の使用道路

A社(豪雪時の規則なし) 7台
コンクリート
の2次製品

3割 関越道

B社(豪雪時の規則なし)
建設用金属製
品

8割 関越道

C社(豪雪時の規則有り) 15台
建設用金属製
品

3割 関越道

D社(豪雪時の規則有り) 11台 食料・酒 5割 関越道

E社(豪雪時の規則有り) 1台 郵便・食品 1割未満 磐越道

F社(BCP策定) 1台 お金関連 1割未満 関越道

2022年 2024年

大雪時の行動選択 基本的に運行 荷主と要相談

荷主と運送会社
運送会社の立場が弱く
十分な交渉ができない

多少,上下関係はあるが,

荷主に時間変更は認めら
れやすい

明確な運行中止基準 無し ほとんど無し

大雪時の時間変更
荷主に交渉は行わず,

出発時刻の前倒し

荷主に交渉を行った上で
柔軟に運行時間を変更



 

表 4-1 アンケート調査の概要 

 

 

(2)回収部数・調査結果 

 回収部数は 68 社.自社で大雪時の対応を定め

ている企業は 25 社,対応を定めていない企業は

43 社であった.また,対応を定めた時期は大規模

車両滞留が起こった 2020 年以降がほとんどで

あり,車両滞留がきっかけと答えた企業が 15 社

であった.また,対応を定めていない企業に関し

ては「荷主と頻繁に連絡を取っているため」

「運送の有無は荷主の判断」と答えた企業が多

く,運送実態は荷主の影響が大きいことが分か

った.大雪時の対応については「交通情報の収

集・荷主との連絡」と答えた企業が多く,具体

的な運行中止基準を設けている企業は少数であ

った.しかし,2020 年の大規模車両滞留をきっか

けに大雪に対する安全意識が高まっており,行

動に変化を与えていると考える. 

 

 

 

図 4-1 大雪時の対応を定めているか 

 

 

図 4-2 大雪時の対応の策定時期 

 

図 4-3 大雪時の対応の策定きっかけ 

 

 

図 4-4 大雪時の対応の策定内容 

 

  

調査対象企業 トラック協会所属475社

QRコード用紙配布日 2025年1月22日(水)

回答期限 2025年1月29日(水)

調査形式 Googleフォーム

回答方法 自由記述以外チェックを記入

回答数 67

主な調査項目
・会社属性
・過去の大雪時の行動実態
・大雪時の運行規則・対策内容

25社
(37%)

43社
(63%)

①BCPを策定している。

②自社で豪雪時の対応を定めている。

③特に定めていない。37％：自社で大雪の対応を定めている
63％：特になし
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会
社
数

策定時期

大規模車両滞留後

63%

4%

17%

4% 13%

豪雪による大規模滞留や高速道路の通行止め

が頻繁になってきたから。
荷主から対策を設けるようにお願いされたた

め。
災害時の対策を設けるなかで豪雪についても

策定をした。
公的機関(トラック協会を含む)から策定する

ことを推奨されたため。
グループ会社が豪雪への規則を設けていたた

め。
特に理由はない。

n=24



(3)過去の通行止め時の行動と対応の有無に関

するクロス集計 

 

図 4-5 対応の有無と過去の行動 

図 4-5 は対応の有無と運送の有無である.対応を

定めている企業は 72％が運送を実施してお

り,28%が運送を中止していることが分かる.ま

た,対応を定めていない企業は 65％が運送を実

施しており,35%が運送を中止している.対応を

定めることが通行止め時の運行の有無に影響を

与えていないことが分かる. 

 

 

図 4-6 対応の有無と運送経路 

図 4-6 は対応の有無と運送経路の選択である.

対応を定めている企業と対応を定めていない企

業はどちらも 38％が通行止め区間を使用して

おり,62%が迂回ルートを使用していることが分

かる.対応の有無に関係なく,迂回ルートを使用

する安全な行動を取っている企業の割合が多い

ことが分かる. 

 

 

 

図 4-7 対応の有無と運送時間 

図 4-7 は対応の有無と運送時間である.対応を

定めている企業は 54％が出発時刻を前倒

し,15%が出発時刻を後ろ倒し,31%が出発時刻を

変更していないことが分かる. 対して対応を定

めていない企業は 50％が出発時刻を前倒

し,26%が出発時刻を後ろ倒し,24%が出発時刻を

変更していないことが分かる.対応を定めてい

る企業の方が出発時刻を前倒ししている割合が

大きいことが分かる.しかし,出発時刻の前倒

し・後ろ倒しを安全行動とした場合,その 2項

目を足した割合は対応を特に定めていない企業

の方が高く,対応の有無が安全な行動に影響を

与えていないことが分かる. 

 

5.まとめ 

(1)過去の行動実態調査 

2020年と 2022年の行動実態を比較すると,

域内交通量は通行止め発生前に運行を行う(前

倒し)する運送会社が増えていることが分かっ

た.発生交通量においては,通行止め時にも通常

の運行を行う貨物車が減少していることが分か

った. 

 

(2)運送会社へのヒアリング調査 

 複数回の大規模車両を通して,大雪時の運行

有無や運行時間に関して荷主と相談を行う企業

が増えており,社員の安全を優先した行動が増

えていることが分かった.しかし,運搬品目によ

って,運行時間の変更の認められやすさには違

いがあることも分かった. 



(3)福井県アンケート調査 

過去の行動実態調査,運送会社へのヒアリン

グ調査をもとに大雪時の対応策定が安全を優先

した行動(運行の前倒し・後ろ倒し・中止)に繋

がるのではないかと考察を行った.したがって,

対応の有無と過去の行動実態を中心にアンケー

ト調査を行った.しかし,対応を定めていた企業

が安全を優先した行動を取っている傾向を確認

することが出来なかった.この理由としては,大

雪時の対応内容として荷主との連絡体制の整備

のみと答えた企業がほとんどであり,実際にど

のような行動を取るのか明記している企業は少

なかったために,上記の傾向を確認できなかっ

たと考える.今後は,運搬品目ごとの行動実態,

荷主への大雪時の対応について調査をする必要

があると考える. 
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